
鳥取行政評価事務所では、平成18年９月～11月にかけて、病院、医科・歯科診療所、保険薬局などに
おける領収証の交付状況や看護職員の配置状況などの掲示状況について、分かりやすい医療費情報の提
供を促進するためこの調査を実施しました。

調査結果に基づき、平成18年11月30日、病院や保険薬局などを指導監督する鳥取社会保険事務局に対
して改善意見を通知しました。

この調査は、「行政評価・監視」活動の一環として行ったものです。「行政評価・監視」とは、鳥取
行政評価事務所が行う活動の一つで、行政の運営状況を調査して、改善を推進するものです。
なお、中国四国管区行政評価局及び山口行政評価事務所も同時にこの調査を行っています。

〔本件照会先〕
鳥取行政評価事務所
評価監視官室

担当：新居 昌夫
電話：０８５７－２４－５５４６

平 成 １８ 年 １１ 月 ３０ 日

保険医療機関及び保険薬局等が交付する領収証等の改善
に関する実態調査結果

〈調査結果に基づいて改善通知 〉
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１ 医療費の内容の分かる領収証の交付の徹底
２ 明細書の交付に係る情報提供の促進 鳥取社会保険事務局
３ 院内掲示の適正化 平成18年11月30日

概略

通知事項

通知

〇 平成18年４月から医療費

の内容の分かる領収証の
無償 交付義務付け

体制の整わない保険医療機関

等は猶予期間６か月

○ 領収証より詳しい明細書
の交付について努力

〇 看護職員の配置状況など
を利用者が分かるように
掲示が必要

調査の背景

（目的）
〇 分かりやすい医療費情報
の提供を促進する目的で実
施

（調査手法）
〇 当事務所が病院、医科・歯

科診療所、保険薬局など
を実地に調査

〇 県民の方から提供を
受けた領収証や交付に
関する情報を活用

調査
全国初

１ 領収証
領収証の内訳の分からないも

のや分かりにくいものが散見

２ 明細書
患者への周知がないこともあっ

て、交付実績がほとんどなし

３ 院内掲示
看護職員の配置や保険外併用

療養費等に関する掲示がないも
のや不適切なものが散見

明らかになった実態調査の目的等
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医療費の内容の分かる領収証の交付について、保険医療機関等に対しさらに指導の徹底を図ること。

通知事項 １ 医療費の内容の分かる領収証の交付の徹底

制 度

調査結果

通知事項

○平成１８年４月から医療費の内容の分かる領収証の無償交付が義務化(猶予期間６か月）

保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）、保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則 （昭和32年厚生省令第16号）

○医科及び歯科にあっては初・再診料、検査等点数表の各部単位、保険薬局にあっては調剤技術料等

点数表の各節単位で、また、指定訪問看護事業者にあっては訪問看護基本療養費等別に表示

○厚生労働省は、患者の自己負担割合や保険点数の合計欄等を記載した標準様式を提示

☆ 鳥取社会保険事務局は、保険医療機関等に対し、集団指導等を通じて指導しているが、なお不徹底な状況。

内容の分かる領収証の交付が不徹底な状況あり ･･････延べ８０機関

①領収証を交付しないもの １機関

②総額だけ記載し、医療費の内容が分からない領収証を交付しているもの ７機関

③個別の費用ごとの区分が不十分なもの １８機関

④患者の自己負担割合や保険点数の合計表示がないなど分かりにくいもの 延べ５４機関

鳥取県内の保
険医療機関等
1,074機関の
うち280機関
（25病院、
128医科診療
所、41歯科診
療所、80保険
薬局、6指定
訪問看護事業
者）を調査
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○ 患者の求めがあれば、領収証より詳しい診療報酬点数の算定項目の分かる明細書の交付に努める。
「医療費の内容の分かる領収証の交付について」（平成18年3月6日付け保発第0306005号）

○ 保険医療機関は、明細書を交付できる体制を整えているとして社会保険事務局に届け出た場合、 初診料に30円加算
○ 保険医療機関は、明細書を有償交付する場合は、その金額等を院内に掲示（無償交付の場合は掲示義務なし）。

① 明細書の交付が可能な保険医療機関等（無償交付）で交付可能な旨の掲示なし。

② 明細書の交付が可能としている２６機関中２１機関（80.8ﾊﾟｰｾﾝﾄ）では、交付実績なし。
ⅰ 明細書交付可能として社会保険事務局に届けて加算を受けているが、交付実績がないもの ５機関
ⅱ 自主的に明細書交付体制を整えているが、交付実績がないもの １６機関

☆ 鳥取社会保険事務局は、明細書が交付できる旨の掲示について指導・啓発していない。

明細書が交付できるとして社会保険事務局に届け出ている保険医療機関に対し、明細書が交付できる旨の患者に対する

周知を行うよう指導すること。

通知事項 ２ 明細書の交付に係る情報提供の促進

制 度

調査結果

通知事項

聴き取り調査の結果

○ 患者が希望すれば明細書の交付を受けることができることを「知らない」と答えたもの 623人中529人（84.9ﾊﾟｰｾﾝﾄ）
○ 明細書の交付を「希望する」と答えたもの 623人中326人（52.3ﾊﾟｰｾﾝﾄ）
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通知事項 ３ 院内掲示の適正化

制 度

調査結果

通知事項

◎ 保険医療機関は、院内の見やすい場所に、次の事項を掲示しなければならない。
ⅰ）入院基本料に関する事項

・届出事項・届出事項の概要（看護職員の対患者割合（病院）、看護職員の配置数（診療所)）
ⅱ）入院時食事療養（Ⅰ）に関する事項

・食事を適時適温(夕食は午後6時以降)で提供している旨

ⅲ）保険外併用療養の内容及び費用に関する事項
・差額ベッド、180日を超える入院、金属床総義歯等の保険外併用療養について、それらの内容及び費用

ⅳ）保険外負担に関する内容とその費用

・おむつ代、病衣貸与代、各種証明書の交付手数料等のサービス内容及び費用

鳥取県内の保
険医療機関
788機関のう
ち、20機関
（５病院、10
医科診療所、
５歯科診療
所）を調査

医療サービスの内容及び費用の院内掲示について、
① 保険医療機関に対し、院内掲示の必要な事項等の周知徹底を図ること。
② 診療所に対する実地調査を行い、院内掲示の不適切なものについて改善するよう指導すること。
③ 院内掲示に関するチェックリストに具体的なチェック事項を記載し、実地調査においてチェック漏れが生じないようすること。

◎ 不適切な例あり ………調査対象２０医療機関のうち１８医療機関に不適切

(主な不適切事例）
ⅰ）入院基本料に関する事項

・届出事項の掲示なし。 …届出13機関のうち６機関
・看護職員の配置数(診療所）の掲示なし。 …届出13機関のうち１機関
・看護職員の対患者割合(病院)の掲示内容が不適切。 …届出13機関のうち１機関

ⅱ）入院時食事療養(Ⅰ）に関する事項
・食事を適時適温で提供している旨の掲示なし。 …届出８機関のうち５機関

ⅲ）保険外併用療養の内容及び費用に関する事項
・差額ベッドについて、料金及びベッド数の掲示なし（１機関）。ベッド数の掲示なし（２機関）。

…差額ベッドを備える12機関のうち３機関
・入院期間が180日を超える場合の入院費用について、旧料金を掲示。 …費用を徴収する３機関のうち１機関
・金属床総義歯に係る内容及び費用の掲示なし。 …費用を徴収する５機関のうち３機関

ⅳ 保険外負担に関する事項
・証明書の交付手数料や病衣の貸与料等、保険外負担に関する事項のサービス内容及び費用の掲示なし。

…費用を徴収する15機関のうち５機関

☆ 鳥取社会保険事務局は、特定の医療機関を対象とした集団指導や病院に対する実地調査において院内掲示の指導を行っているが、

◎ すべての医療機関には指導を行っていない。
◎ 診療所に対する実地調査を行っていない。
◎ 実地調査において、院内掲示のチェック漏れがみられる。

⇒
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○ 平成18年４月から処方せん様式に「後発医薬品への変更可（保険医署名付き）」欄を追加

○ 院外処方を行っている１６機関のすべてが新様式を使用

４ 処方せん様式の変更状況

制 度

調査結果
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診療報酬点数表の単位 

 

 

指定訪問看護事業者が領収証に記載すべき項目 

区  分 診療報酬点数表の単位 

医科診療報酬点数表 第１章 基本診療料 

第１部 初・再診料      第 2 部 入院料等 

第２章 特掲診療料 

第１部 医学管理等      第２部 在宅医療 

第３部 検査         第４部 画像診断 

第５部 投薬         第６部 注射 

第７部 リハビリテーション   第 8部 精神科専門療法

第９部 処置         第 10 部 手術 

第 11 部 麻酔         第 12 部 放射線治療 

（各部単位） 

 

歯科診療報酬点数表 第１章 基本診療料 

第１部 初・再診料      第１部 入院料等 

第２章 特掲診療料 

第１部 医学管理等      第２部 在宅医療 

第３部 検査         第４部 画像診断 

第５部 投薬         第６部 注射 

第７部 リハビリテーション  第８部 処置 

第９部 手術         第 10 部 麻酔 

第 11 部 放射線治療       

第 12 部 歯冠修復及び欠損補綴 

第 13 部 歯科矯正 

（各部単位） 

 

調剤報酬点数表 

（各節単位） 

第１節 調剤技術料 

第２節 薬学管理料 

第３節 薬剤料 

第４節 特定保険医療材料料 

 

資料１－⑴ 

訪問看護基本療養費 

訪問看護管理療養費 

訪問看護情報提供療養費 

訪問看護ターミナルケア療養費 
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  医 科 の 例 

歯 科 の 例 

厚生労働省が示した領収証の標準様式 
資料１－⑵ 
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訪問看護事業の例 

保険薬局の例 
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領 収 証 の 調 査 対 象 機 関 数 

 

 

 

（注）「県内の保険医療機関、保険薬局等の数」は平成 18 年１１月 1日現在。 

 

 

区  分 

 

病  院 医科診療所 歯科診療所 薬  局 
指定訪問 

看護事業者 
計 

 

調査対象機関数 

 

２５ １２８ ４１ ８０ ６ ２８０ 

 

鳥取県内の保険医療

機関、保険薬局等の

数 

 

４６ ４６９ ２７３ ２４８ ３８ １，０７４

 

抽出率 54.3％ 27.3％ 15.0％ 32.3％ 15.8％ 26.1％ 

 

資料１－⑶ 
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資料１－⑷ 

 

領収証の不適切事例の集計表 

 

内  訳        機関数 

  

事項 

計 病  院 医科 

診療所 

歯科 

診療所 

薬  局 指定訪問看

護事業者 

調査対象数 

 
２８２ ２５ １２９ ４１ ８０ ６ 

領収証を交付していな

いもの 

 

１ ０ １ ０ ０ ０ 

総額だけ表示し、医療費

の内容が分からない領

収証を交付しているも

の 

７ ０ ４ ０ ０ ３ 

個別の費用ごとの区分

が不十分なもの 

 

１８ ３ １３ ０ ２ ０ 

患者の負担割合の記載

がないもの  

 

２０ １ １０ １ ４ ４ 

保険点数の合計が記載

されていないもの 

 

８ １ ５ ０ ０ ２ 

 

領収印がないもの ２６ ０ ７ ６ １１ ２ 

 

(注)当事務所の調査結果による。 
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資料１－⑸ 不適切な領収書の例 

  

 

 

 総額だけ記載し、医療費の内容が分からない例 

医学管理料等の欄がなく、個別の

費用ごとの区分が不十分な例 

患者の負担割合がない例 
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資料２－⑴ 

 

明細書の様式 

 

○「領収証より詳しい診療報酬点数の算定項目のわかる明細書」の例（その１） 
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 ○「領収証より詳しい診療報酬点数の算定項目のわかる明細書」の例（その２） 
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資料２－(2) 

  

調査対象保険医療機関等の明細書の交付体制等 

 

（単位：機関） 

区   分 

保険医療機関

（病院及び

診 療 所 ） 

保険薬局 
指 定 訪 問 

看護事業者 
合 計 

調査対象機関数 ２０ ５ ６ ３１ 

うち明細書交付体制あり ２０ ３ ３ ２６ 

明細書交付可能として社

会保険事務局に届けて加

算を受けているもの 

７   ７ 

自主的に明細書交付体制

を整えているもの 
１３ ３ ３ １９ 

交付体制のある 26 機関の

うち、交付実績がないもの 
１５ ３ ３ ２１ 

明細書交付可能として

社会保険事務局に届け

て加算を受けているも

の 

５   ５ 

 

 

自主的に明細書の交付

体制を整えているもの 
１０ ３ ３ １６ 
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資料２－⑶ 

 

病院や薬局が発行する領収証等に関する意識調査結果（明細書関係） 

 

 

問５ 領収証よりさらに詳しい医療費の明細が知りたい場合、患者さんが希望すれば

医療費の明細書を実費で病院が発行することになっています。このことをご存知で

すか。 

 

知らない

529人（84.9％）

知っている

89人（14.3％）

　無回答

　5人（0.8％）

全体

623人（100％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 明細書を発行してもらうことで、自分の受けた医療の内容がよく分かります。 

明細書の発行を希望されますか。 

 

分からない

133人（21.3％）

希望しない

156人（25.1％）
希望する

326人（52.3％）

　無回答

　8人（1.3％）

全体

623人（100％）
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資料３－⑴ 
 

 

調査対象保険医療機関における院内掲示に関する調査結果の集計表 

 

掲示状況 

入院基本料 保 険 外 併 用 療 養 費 保険外負担 

歯 科 治 療 

保険医療機関 
届 

出 

事 

項 

看 護 職

員 の 配

置数 

入

院

時

食

事

療

養 

差

額

ベ

ッ

ド 

180 日

を 超 え

る入院 

金合金又は

白金を歯冠

修復に使用 

金 属 床

に よ る

総 義 歯

の提供 

う蝕に罹患

している患

者の指導管

理 

内 容 及 び

料 金 の 掲

示 が な い

もの 

掲示をして

いるが、掲示

内容が不十

分なもの 

Ａ １ ○ × × ○ ○ － － － － × 

Ａ ２ ○ × ○ ○ － － － － × － 

Ａ ３ ○ ○ ○ × － － － － ○ ○ 

Ａ ４ ○ ○ × ○ × － － － － × 
Ａ ５ ○ ○ ○ ○ － － － － － × 
Ｂ １ × － × － － － － － × － 

Ｂ ２ － － － ○ ○ － － － ○ ○ 

Ｂ ３ × × × × － － － － － × 

Ｂ ４ － － － － － － － － ○ ○ 

Ｂ ５ × － × － － － － － × － 

Ｂ ６ ○ ○ － ○ － － － － － × 
Ｂ ７ ○ ○ － ○ － － － － － × 
Ｂ ８ × ○ － ○ － － － － ○ ○ 

Ｂ ９ × － － × － － － － × － 

Ｂ  10 × － － × － － － － × － 

Ｂ  11 － － － － － × × × － － 

Ｂ  12 － － － － － － ○ × － － 

Ｂ  13 － － － － － － × × － － 

Ｂ  14 － － － － － － × × － － 

Ｂ  15 － － － － － － × － － － 

（注）１ 当事務所の調査結果による。 
２ ○は適切に掲示されているもの。 
３ ×は掲示が不適切であったもの。 
４ －は該当がないもの。 
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資料３－⑵ 
掲示が不適切な事例の紹介 

１ 入院基本料に関する届出事項を掲示していないもの（６機関） 

 

≪参考①≫ 
 届出内容を適切に掲示している例（病院）  

 

 

 

 

・保険医療機関は、10 対１入院基本料、有床診療所入院基

本料１などの入院基本料の施設基準に適合するものと

して社会保険事務局長に届け出た場合、その届出事項を

院内に掲示することとされています。 

 

・左の≪参考①≫写真は入院基本料の届出内容を適切に掲

示している病院の例、≪参考②≫の写真は届出内容を適

切に掲示している診療所の例です。 

 

・今回調査した入院基本料の届出を行っている 13 保険医療

機関のうち、6 機関が届出事項を掲示していませんでした。

コメント 
 

 

 

 

 

 

 

 

1
2
 

≪参考②≫ 
 届出内容を適切に掲示している例（診療所）  

 

 

 

 

 

  



２ 看護職員の配置数（診療所）の掲示がないもの（１機関） 

 

 

 

 

 

・入院基本料の届出を行った診療所のうち、有床診療所入院基本料１につい

て届出を行っている診療所は、届出内容の概要（看護職員の構成等）を次

のように掲示することとされています。 

 

 

 

 

 

・左の≪参考≫の写真は、有床診療所入院基本料１の届出を行っている診療

所で、掲示例どおり看護職員の配置数を掲示している診療所の例です。 

 

・今回調査した入院基本料の届出を行っている 13 保険医療機関のうち、１診療

所で看護職員数を掲示していませんでした。 

 

・なお、有床診療所入院基本料２の届出を行っている場合は、看護職員の配

置数を掲示する必要はありません。 

 

（掲示例） 

○ 有床診療所入院基本料１を算定している診療所の例 

「診療所には、看護職員が５名以上勤務しています。」 

コメント 

 ≪参考≫ 

 看護職員の配置数を適切に掲示している例（診療所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
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３ 看護職員の対患者割合の掲示内容が不適切なもの（１機関） 

 

 

 

 
≪事例≫ 

 看護職員の対患者割合ではなく、看護職員の配置数を掲

示している例（病院） 

 

・今回調査した入院基本料の届出を行っている 13 保険医療機関のうち、１病院では

左の≪事例≫のとおり、看護職員１人あたりの患者受け持ち数ではなく、看護

職員の実配置数を掲示していました。 

 

 

・入院基本料の届出を行った病院は、届出内容の概要（看護職員の構成等）を次

のように掲示することとされています。 

 

コメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（掲示例） 

○ 入院患者 42 人の一般病棟で、一般病棟入院基本料の 10 対１の入院基本料を算定

している病院の例 

「当病院では、１日 13 人以上の看護職員（看護師及び準看護師）が勤務しています。

なお、時間帯毎の配置は次のとおりです。」 

・朝９時～夕方 17 時まで、看護職員１人あたりの受け持ち数は６人以内です。 

・夕方 17 時～深夜１時まで、看護職員１人あたりの受け持ち数は 14 人以内です。 

・深夜１時～朝９時まで、看護職員１人あたりの受け持ち数は 14 人以内です。 

 

 

 

 

1
4
 

  



 ４ 入院食事療養(Ⅰ)の届出を行っていて、食事を適時適温（夕食は午後６次以降）で提供している旨を掲示していないもの（５機関） 
 

 

 

 

 

 

 

≪参考≫ 

入院時食事療養(Ⅰ)の届出を行っている旨と食事を適時適温で提供している

旨を適切に掲示している例  

 

・保険医療機関は、入院時食事療養(Ⅰ)の基準に適合するも

のとして地方社会保険事務局長に届け出た場合、当該届出

を行っている旨及び適時適温で食事を提供している旨を

院内掲示することとされています。 

 

・左の≪参考≫の写真は、入院時食事療養(Ⅰ)の届出を行っ

ている旨及び食事を適時適温で提供している旨（青枠の部

分）を適切に掲示している例です。 

 

・今回調査した入院時食事療養(Ⅰ)の届出を行っている８保

険医療機関のうち、５機関では食事を適時適温で提供して

いる旨を掲示していませんでした。 

 

 

コメント 
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５ 差額ベッドについて、料金及びベッド数の掲示がないもの（１機関）、ベッド数の掲示がないもの（２機関） 

 

 

 ≪参考≫ 

 特別療養環境室のベッド数及び料金を適切

に掲示している例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料金 

ベッド数 

 

 

・保険医療機関は、患者を特別療養環境室（差額ベッド）に入院させた場

合、保険医療機関内の見やすい場所、例えば、受付窓口、待合室等に特

別療養環境室の各々についてそのベッド数（差額ベッドを設置した部屋

が個室であるか２人部屋等の相部屋であるかの旨）及び料金を患者にと

って分かりやすく掲示しておくこととされております。 

 

・左の≪参考≫の写真は、特別療養環境室のベッド数及び料金を適切に掲

示している病院の例です。 

 

・今回調査した差額ベッドを備えている 12 保険医療機関のうち、１機関

では特別療養環境室のベッド数及び料金を掲示していませんでした。 

・また、２機関では差額ベッドの料金は掲示していましたが、ベッド数

を掲示していませんでした。 

コメント 

1
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６ 入院期間が 180 日を超える場合の入院費用について、旧料金を掲示しているもの（１機関） 

 

 

 ≪事例≫ 

 変更後の料金を掲示していない例  

 

 

 

 

 

・保険医療機関は、180 日を超えて入院する患者に特別の料金を

求める場合は、その内容及び料金を掲示することとされていま

す。 

 

・今回調査した特別の料金を徴収することとしている３保険医療

機関のうち、１機関では２階から４階までの料金（赤枠の部分）

を 1,110 円から 1,210 円に変更したにもかかわらず、変更後の

料金を掲示していませんでした。 

 

 

コメント 
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 ７ 金属床総義歯に係る内容及び費用の掲示ないもの（３機関） 

 

 ≪参考≫ 

金属総義歯の概要及び費用を適切に掲示している例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保険医療機関は、金属床総義歯に係る費用を徴収する場

合は金属床総義歯の概要及び費用についてあらかじめ院

内の見やすい場所に患者にとって分かりやすく掲示して

おかなくてはならないこととされ、さらには、その費用

等を定めた場合又は変更しようとする場合は、社会保険

事務局長にその都度報告するものとされています。 

 

・左の≪参考≫の写真は、金属総床義歯の概要及び費用を

適切に掲示している歯科診療所の例です。 

 

・今回調査した金属床による総義歯を提供している５歯科

診療所のうち、３機関では概要及び費用を掲示していま

せんでした。 

コメント 

1
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８ 保険外負担のサービスに関する掲示がないもの、又は、掲示内容が不十分なもの（11 機関） 

① 保険外負担のサービス内容及び料金の掲示がないもの（５機関） 

② 保険外負担のサービスについて掲示をしているが、料金を掲示していないなど掲示内容が不十分なもの（６機関） 

 

 
≪参考≫ 

保険外負担に関する事項を適切に掲示している例  

 

 

・保険医療機関は紙おむつ代、病衣貸与代、健康診断書

等の文書証明書等の保険外負担のサービスを提供する

場合は、その内容及び費用を院内の見やすい場所に掲

示することとされています。 

 

・左の≪参考≫の写真は、保険外負担に関する事項を適

切に掲示している病院の例です。 

 

・今回調査した保険外負担のサービスを行っている 15 保

険医療機関のうち、５機関では証明書の発行手数料や

病衣の貸与料等、保険外負担に関する掲示していませ

んでした。 

コメント 
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一般住民からの聴き取り調査結果

問１　今年の４月から病院、歯科医院や調剤薬局には「医療費の分かる領収証」を無償で交付することが義
務付けられました。このことをご存知ですか。

問２　今年の10月以降病院、歯科医院や調剤薬局を利用しましたか。

問３　10月以降利用した病院、歯科医院、調剤薬局は領収証をくれましたか。

問４　10月以降に病院などがくれた領収証は、「初・再診料」「検査」「投薬」「注射」や「負担割合」など15項目
程度に区分された内容の分かるものでしたか。

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

知らない
336人（53.9％）

知っている
284人（45.6％）

利用した
404人（64.9％）

無回答
３人（0.5％）

利用していない
215人（34.5％）

無回答
４人（0.6％）

くれた
388人（96.0％）

無回答
５人（1.3％）

くれなかった
11人（2.7％）

内容の分かるもの
だった

346人（89.2％）

無回答
11人（2.8％）

内容は分からなかった
31人（8.0％）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

資料　４

全体：４０４人（回答者のうち10月以降病院等を利用したと回答した人）

全体：３８８人（回答者のうち10月以降病院等を利用し、領収証をくれたと回答した人）
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問８　同じ効能なら後発医薬品（ジェネリック医薬品を）使用したいと思いますか。

問５　領収証よりさらに詳しい医療費の明細が知りたい場合、患者さんが希望すれば医療費の明細書を実
費で病院が発行することになっています。このことをご存知ですか。

問６　明細書を発行してもらうことで、自分の受けた医療の内容がよく分かります。明細書の発行を希望されますか。

問７　同じ効能の薬でも比較的価格の高い先発医薬品と安価な後発医薬品（ジェネリック医薬品）があること
をご存知ですか。

知らない
529人（84.9％）

知っている
89人（14.3％）

無回答
５人（0.8％）

希望しない
156人（25.1％）

希望する
326人（52.3％）

分からない
133人（21.3％）

無回答
８人（1.3％）

知っている
315人（50.6％）

知らない
306人（49.1％）

無回答
２人（0.3％）

使用したいとは思わない
117人（18.8％）

使用したい
297人（47.7％）

分からない
202人（32.4％）

無回答
７人（1.1％）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

2１



３　住所

○　回答者の属性

１　男女比

２　年齢構成

男性
193人（31.0％）

女性
421人（67.6％）

無回答
９人（1.4％）

40～59歳
１９３人（31.0％）

60歳以上
367人（58.9％）

20歳未満
５人（0.8％）

無回答
９人（1.4％）

20～39歳
49人（7.9％）

市
416人（66.8％）

郡
146人（23.4％）

無回答
９人（1.4％）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）

全体：６２３人（当事務所が実施したアンケート調査への回答者）
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